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内部評価するための手法の考察

-PHD協力の研修生をメタファシリティテーション手法でインタビューした結果を基にー

目次

第一章研究の概略

1 -1 研究背景と目的

1 -2 研究手法と論文構成

第二章先行研究の検討

2 -1 インパクト評価における先行研究の論点

2 -1 -1 Before-After比較

2 -1 -2 With-Without比較

2 -1 -3 厳格なインパクト評価手法(実験デザ

イン・ランダム化評価)

2 -1 -4 先行研究のまとめ

2 -2 先行研究から見えたNGOが評価主体という

前提で考慮すべき事項

2 -2 -1 実施上のコスト

2-2-2 倫理的な問題
2 -2ー 3 ベースライン調査の有無

2 -2 -4 先行研究から見えた研究の方向性

2-3 本研究で行う調査のメリット及びモデルの提示

第三章 JICAの研修員受け入れ事業との比較

3 -1 JICAとの比較

3 -1 -1 JICA研修員受け入れ事業と PHD協会

研修生招聴事業との比較

3 -2 JICAにおける事後評価の検証

3 -2 -1 水利組合強化計画(インドネシア)の

事後評価検証

3-2-2 市民社会の参加によるコミュニティ閲
発技術協力プロジェクト(インドネシ

ア)の事後評価検証

3-2-3 農業経営改善のための農業普及員訓練
計画プロジェクトの事後評価検証

3 -2 -4 JICA本邦研修事業評価検証まとめ

第四章 テストランとしての調査概要及び結果

4 -1 調査の背景としての PHD協会の概要

4-2 調査の対象一帰国後の研修生を調査するにあ

たっての枠組み

4 -3 2∞0年度の外部者評価からの教訓
4-4 データ収集の方法

4-5 データの数及び結果

坂西卓郎

第五章調査結果の分析方法とプロセス

5 -1 コーデイングを用いての分析

5 -1 -1 ネパール事例のコーデイング結果

5 -1 -2 ミャンマー事例のコーデイング結果

5 -1 -3 インドネシア事例のコーデイング結果

5 -2 アウトカムの検証

5 -3 分析結果

5-4 分析のまとめ

第六章結論一国際研修事業の内部評価手法の考察

6 -1 新しい発見一基盤的能力育成

6-2 本研究の限界

6-3 今後の課題

第一章研究の概略

1 -1 研究背景と目的

公益財団法人PHD協会(以下PHD協会)ではア

ジアの村落部から研修生を募り、日本で有機農業や

保健衛生などの研修を約 1年間行った後、本人が得

た知識や技術を元の地域の生活向上に活かしてもら

うというという事業を続けているo しかし、その成

果が可視化できないという課題を抱えているo 成果

がでているのか、でていないのか、また成果がでて

いるのであればどのように可視化し他者に伝えるこ

とができるのか、そこを明らかにすることが本研究

の目的である白

2000年度に第三者評価者として当会の事業評価を

行った雨森孝悦氏(現日本福祉大学教授)によると、

PHD協会の研修には2つの軸がある。1.技術の習得、

2.意識変容である。そして雨森氏に言わせるとこれ

らは直接効果(中間成果)であり、「最終成果(イン

パクト)は研修生が研修後に村で普及活動を行うこ

とによる村人の生活向上J(雨森 2001: 8)と定義さ

れている。しかしながら当会の研修生は生業を持つ

生活者であり、時間や資金、能力に限りがある。

PHD協会が期待する内容は雨森氏が指摘するところ

の「村人から出発する村人中心の生活改善は(中略)

高度な理念、目標であるJ(雨森 2001: 8)となる。
また「その反面で、村人、つまりふつうの生活者で
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2 -1 -1 Before-After比較

Before-After比較は評価ではよく使われている

JICAの個別プロジェクトの評価でも多く使われてい

るとされ、その手法は「プロジェクトの受益者の

Before-Afterの比較のみによる効果の把握であるo実

施前のデータは事前評価におけるベースライン調査

で把握し、それに比べてどのように変化したのかを

見る (JICA企画・調整部事業評価グループ 2004

:77) Jものである。
しかし青柳 (2007)によれば「プロジェクト実施

前の受益者の状態を counterfactualとして用いて比

較を行う。(中略)この手法によって正確なインパク

トを計測することはできるのであろうか。答えはあ

る条件を満たせば可能である。しかしながら、この

条件が満たされるケースは非常に限られているo な

ぜなら通常、プロジェクトの行われている環境では

社会的、経済的、政治的変化等が常に生じているか

らプロジェクトの成果指標が影響を受けることはほ

ぼ避けられない。J(青柳2007:95)ため、バイアスを
含んだ推計値を産出してしまうからであるとする。た

だし、 fBefore-After比較は自身の過去の状態のみと

比較するため比較グループを必要せず、簡便にイン

パクトを測定できるJ(青柳 2007:98)ともされており、
インパクト評価のために何の関係もない地域や人々

を巻き込むという問題点は解決できる側面がある。

2 -1 -2 With-Without比較

With-Without比較は、プロジェクトに参加しな

かった非受益者と受益者の成果指標の平均値の差を

とることにより、プロジェクトのインパクトを推計

するというものであるoWith-Without比較の問題点

は実際のプロジェクト参加者と非参加者の聞にセレ

クションバイアスが存在してしまうことであるo セ

レクションバイアスとは青柳によると「プロジェク

トの対象となる受益者は、ある基準に基づいて選抜

されることが多い。それは外部から観察できる指標

や能力に基づいて外生的に選抜される場合もあれば、

外部からは観察されない指標に応じて、潜在的受益

者がプロジェクトへの参加を自ら選択する場合(自

己選抜 (self-selection))もあるJ(青柳 2007:99)と
されている。つまりプロジェクトの対象となる受益

者は、実施対象者であるNGOによって何らかの基準
に基づいて選抜されることが多い。例えばマイクロ

ファイナンス事業の場合、その受益者は元来商才に

長け、見込みのあるビジネスプランを持っており、機

会さえあれば実行に移したいと考えている人が利用

する可能性が高い。本研究の対象である研修事業で

言えば、研修生は「村の課題に取り組んでいる人」、「地

域で評判の良い人」などの基準をクリアした人が選

ばれており、母集団となる。そうでない母集団を

With-Without比較の対象とするのはセレクションバ

イアスに直面することになり、客観的な評価とは言

えない。加えて別の対象グループを巻き込まざるを

得ないという点で倫理的に課題が残り、コストの問

題等も発生する。

2-1-3 厳格なインパク卜評価手法(実験デザイ

ン・ランダム化評価)

最も厳格なインパクト評価としては実験デザイン

が挙げられる。実験デザインとはランダム化評価の

ことを指しており、その名の通りプロジェクト実施

前に受益者と非受益者をランダムに振り分ける。よっ

て、両グル←プの全ての条件は均衡し、さらには通

時的に生じる変化も同様に影響するためプロジェク

トに参加するグループの完壁な Counterfactualのグ

ループができるo 前述したようなセレクションバイ

アスを回避することができるため、最も厳格なイン

パクト評価はランダム評価とされており gold

standardと呼ばれることもある。理論的に最も厳格

であり、客観性は高い。

ただしJICAが指摘するように「開発援助プロジ、エ

クトの場合、あらかじめ実施グループと比較グルー

プを決めることはむずかしい。3--5年というプロジ、エ

クト期間において、プロジェクトから除外されるグ

ループを同一条件下で特定することは、倫理的な意

味での問題が大きいとともに、コストの問題もある

からである。J(JICA 2004:79)研修事業を実施する
NGOが評価主体と考えた場合実務的に上記の倫理的
な意味とコストの問題は課題となる口実施主体の

NGOの立場から考えるとプロジ‘ェクトの受益者は限
られた予算や対象地域の状況などから最も効果的と

考えられる選ぶ必要があるo 評価の質を上げるため

にその対象をランダムに選ぶことは本末転倒と言え

る。

2-1-4 先行研究のまとめ

すでに先行研究で問題とされているように時間差

で比較を行う Before-After比較によるには「プロジ、エ

クト以外の要因による変化は一切ないという前提」が

あり、その前提条件は成立しにくい。事後的にプロ

ジェクトの非対象者から比較グループを作る With-

without比較は、比較グループは「プロジ:クトの対

象者とは異なる母集団Jにならざるをえない。一方、
対象者をランダムに振り分けCounterfactualとの差

異を求める厳密なインパクト調査はそれらを解消で

きるとしているが、先行研究でも指摘されているよ

うに同じ母集団から受益者と非受益者を分けないと

いけないため前述したような倫理的な問題が生じる。

この点は次項で論ずるが、本研究の前提である研修

事業を行う NGOを実施主体として考えた場合、この
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点は看過できない。よってNGOが評価主体と考えた

場合にはどの手法も一長一短ということになる。

2-2 先行研究から見えたNGOが評価主体という

前提で考慮すべき事項

今までに見てきたことを整理し、研修事業者が行

うNGOのプロジェクトの内部評価として見るとイン

パクト評価の課題としては 1実施上のコスト、 2倫理

的な問題、 3ベースライン調査の有無が挙げられる。

Before-After比較、通時的な変化には②と③があり、

With-Without比較、空間差には②と③があり、厳格

なインパクト調査には①と②の課題がある。

以下、それぞれの課題ごとに論点を整理する。

2-2-1 実施上のコスト

評価の実施主体を研修事業の主体であるNGOとし

て考えた時には実施上のコスト、費用と時間は切実

な課題である。本研究での検討対象となる全体の

51%を占める中小規模のNGO(予算規模2，似加万円

未満、 NGOデータブック 2011:145)にとっては、厳

格性を求め予算を度外視して精度を高めるというこ

とは現実的ではない。実際に「評価を高度な専門的

レベル、多額の費用がかかる大きな規模にすると、そ

れなりの結果は得られるかもしれないが、小規模の

NGOでは経済的に継続できなくなるし、逆に専門家

任せになって内容や結果のシェアが疎かになったり

する(アーユス20∞:3)とする指摘もある。

アーユスが20∞年に実施した開発NGOのプロジェ

クト評価の動向 (145-153)を問うアンケート調査に

よると、評価のデメリットとして「時間がかかりす

ぎて、日常業務に支障をきたした(17.1%・1位)J、「費

用がかかりすぎた (9.8%・2位)Jとありデメリット
の25%以上を実施上のコストが占めている。また評

価実施上の問題点としては「プロジェクトの成果は

数値化して測ることができないものが多い58.2%・1

位」、「スタッフの数が足りない35.7%・2位J、「業務
が忙しくて時聞がない22.4%・ 3位」、「費用がかかり

すぎる 16.3%・5位」とあり、デメリット、問題点と

もに実施上のコスト負担が大きな部分を占めている

ことがうかがえる。

2-2-2 倫理的な問題
次に倫理的な問題について考えてみたい。

青柳 (2∞7:131)が言う様に人材育成に取り組む

NGOが「プロジェクトの評価を行うという目的のた

めだけに、潜在的受益者をプロジェクトから排除す

ることは正当化できない(青柳2007:131)Jのであるo
With-Without比較では、研修を行う実施グループ

と比較のために類似の、しかし研修を行わない比較

グループとに分けて両者を比較する。したがって

With-Without比較においては、評価のために何の関

係もない人々や地域を巻き込むことになるロまた実

施者がNGOと想定した場合には、不要な援助への期

待を抱かせるなどのリスクも生じるo さらに厳格な

インパクト評価においては、プロジェクト開始時に

潜在的受益者を後の評価のために排除しなくてはな

らないのであるo

筆者としては「内部評価の場合は、正しいかどう

かという議論よりも役に立つ評価を実践することが

大切だ。「評価が役に立つ」とは、評価結果が組織や

社会の現場で活かされるということである(アーユ

ス1995:8)Jを軸に考え、厳格性は落ちても客観的で

継続できる内部評価の確立に取り組みたい。むしろ

評価をデザインする際には、プロジェクト対象地の

住民や意思決定を行う人々によって評価が生かされ

ることを念頭においておきたい。前述したように内

部者が評価を行うことのメリットの一つは、評価者

と実施者が同一であるためその評価が生かされやす

いということである。評価を行うことによって、研

修事業そのものが改善され、最終的には当該地域の

生活向上というプロジェクトの上位目標に寄与する

評価を本研究では考えてみたい。

2-2-3 ベースライン調査の有無

最後にベースライン調査の有無であるが、インパ

クト調査と同様NGOが動き出す時に必ずしも厳格な

ベースライン調査が行われていない場合も多い。限

られた人員や予算で行う場合が多く、しかし必要性

に迫られてプロジェクトに入る場合も少なくない。前

出のアーユスの調査によると評価を行わない理由と

して「プロジェクトの開始時のデータがないので比

べる対象がない。 14.3%・6位J(アーユス2003:151)
とあり、ベースライン調査を行っていない団体が一

定数あることがうかがえる。これはNGOとしては改

善していかないといけない状況であると思われるが、

本研究では厳格なベースライン調査が必ずしも事前

にできるわけではないという現実を前提にして、そ

の場合でも有効な評価方法を考察してみたい。

2-2-4 先行研究から見えた研究の方向性

今まで見てきたようにNGOが実施主体と考えた場

合には、実施上のコスト、グループ比較における倫

理的な問題、ベースライン調査が厳密ではないとい

う課題がある。本研究ではこれらの課題を超えた評

価の在り方を考察したい。

NGOは民間、もしくは公的な資金を得て活動をし
ている。その事業を継続していくためには評価活動

を行い、資金提供者などのステイクスホルダーに成

果を伝えていく必要があるo またその際に主観的な

評価を行っていれば、その事業が継続的な支援が得
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PHD協会のそれは研修センターを持たない現場研修
中心の研修であり、連携先として広く市民が参加し

ている点にあると言える。

3 -2 JICAにおける事後評価の検証
JICAでは援助スキームにかかわらず、 PDCAサイ
クルの各段階で評価を行っている。各段階とは事前

評価、中間レビュー、終了時評価、事後評価、事後

モニタリング、フィードパックと区分されており、事

後評価は「事業の終了後に、有効性、インパクト、効

率性、持続性等を検証。事後評価後は教訓・提言へ

の対応等を確認Jするとされているo またJICAでは
「経済協力開発機構/開発援助委員会 (OECD-
DAC)による国際的なODA評価の視点である fDAC
評価5項目Jに基づく評価を採用しており、独自開
発のレーテイング制度を活用した統一的な評価結果

の公表を行っている。

今回は公表されているJICAデータベースの活用し
事後評価の中から「評価が非常に高いJ、かつ事業内
容はできるだけ農業もしくは村落開発分野での人材

育成をといったPHD協会と関連のあるプロジェクト
事後評価を中心にプロジェクトをピックアップした。

ただしJICAでは「事業実施の効果を客観的な視点
で検証することが求められる事後評価では案件規模

に応じて外部の評価者による評価(外部評価)を取

り入れている」とされており、今回ピックアップし

たものも全て外部者の評価によるものである。よっ

て本研究が対象としている内部評価とは評価実施者

に違いが見られ、外部者評価の方が客観性が高いこ

とが想定できるものの評価結果を主に検証するため

評価者の差異は問題視しない。

3-2-1 水利組合強化計画(インドネシア)の事

後評価検証

当該評価ではプロジェクトの成果は「水利組合へ

の指導に必要な知識・経験等を習得」としている。研

修事業の場合はこのように第一に研修内容の習得が

成果として挙げられている。この点は他の研修の評

価に見られる共通項であるが、ここで注目したいの

は「間接的効果の発現状況jについても記述がある

点であるo 上記にあるように「進級技術の普及によっ

て収量が増加し、その結果、農民の農産物収入が増

加し、生計の改善にも貢献したとしているjと研修

内容の習得だけでなく、その延長線にある成果にも

注目している。このように研修事業のアウトカムと

しては研修内容の習得度だけでなく、本質的な成果

を評価することが重要だと思う。

一方で、成果の部分の記述については「収量が増

加しJとあるものの、その具体的な増加については
記述がなく不明瞭であるo 加えて肝心な「生計の改

善にも貢献Jについても何がどのように改善された
かは明示されておらず、本評価では間接的効果の発

現状況は掴めない。

3-2-2 市民社会の参加によるコミュニティ開発

技術協力プロジェクト(インドネシア)

の事後評価検証

当該評価は「プロジェクトの成果及びプロジェク

ト達成度Jの欄からもわかるように情報を実施主体
の専門家に依っており、受益者からの情報を得るこ

とができていなし=。また「人材が育成された」結果、

どうなったのかが明確になっていない。本プロジェ

クトに記録者として専門家チームに参加していてい

た経験から言えば、本評価は実施主体者である専門

家が主眼としていた部分を成果としては把握仕切れ

ていないように感じる。

3-2-3 農業経営改善のための農業普友員訓練計

画プロジェクト(インドネシア)の事後

評価検証

まず「少なくとも 2百名以上の普及員が受講、研

修内容に対する高い理解を示したJと参加者数とそ
の習得度に言及しているo しかしながら、受益者で

ある農家の変化については「目標値が設定されてい

ないJ、「必要な農家調査が行われているか不明」と
して「達成度の判断ができなかったJとしている。そ
して「アウトプットは概ね達成されたが、プロジェ

クト目標の達成は中程度と推測される」と結論づけ

られている。これはプロジ‘ェクト目標の達成には、ア

ウトプットだけでは不十分で、その後の実践及び普

及が重要という理解に基づいた結論だと思われる。さ

らに「農家レベルでの優良事例の導入には時間を要

すJとされており、最終的な成果については発現効
果が表れるためには時間が必要との見解をしめして

いる。しかしながら、その時期がいつになるかとい

うことについては言及がない。

3 -2 -4 JICA本邦研修事業評価検証まとめ
本論で見てきたように研修事業はその後の効果に

ついて調査をする重要性を多くの評価で言及してい

る。しかしながら、それらは「さらなる時間が必要J、
「農家調査の必要性Jとされているに留まっており、
評価報告書の中で表現されていないようであるo

また内部者評価のコスト面以外のメリットを発見

できたことも大きかった。なぜなら今回ピックアッ

プした調査はすべて外部者評価であり、いわゆるコ

ンサルタント会社が実施したものである。だが評価

そのものをみたとき、外部者ゆえの誤解もあり、ま

た見込みによる記述や検証の手掛かりのない成果に

たいする言及も少なくない。内部評価として受益者
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自身から丁寧なヒアリングによる質的評価はこうし

た外部者評価に劣らない評価とすることもできると

考えられる。

次章以降ではその部分について論じていきたい。

第四章 テストランとしての調査概要及び結果

4-1 調査の背景として PHD協会活動の概要

JICAでは評価の際に「ロジカル・フレームワークJ
を用いている。通称ログフレームと呼ばれ、プロジェ

クトの要約表としてJICAのプロジェクト・レベルの

評価で広く用いられているツールの一つであるo ロ

グフレームには「ロジックモデルJの理論が内包さ
れており、 4つのレベル(上位目標、プロジ、エクト目

標、アウトプット、活動)を因果関係で整理したも

のであり、「縦の理論Jとも呼ばれている。これらの
4つのレベルと「外部条件Jとの組み合わせによって、
「このプロジェクトは何のために実施されるのか?J 
と「目標の達成には何が必要なのか?Jが体系的に
表すことができるo

評価のための重要な軸となる fpHD協会における

研修の狙いJを詳述すると次のようになる。「資金・
物質の援助ではなく、日本にアジア・南太平洋地域

の草の根の人々のリーダー、もしくは将来リーダー

たりうる人材を招き、 1年間、日本の生活現場で農林

業・漁業・保健衛生・裁縫・編物・工芸などの職業

訓練を実施し、さらには日本における社会生活体験

を得て、それを帰国後、村に戻って村の人々ととも

に生活向上に結びつけていく「人材を育てるJためJ
(PHD協会編 1986:139)とされている。またPHD協

会のパンフレットには「色々な問題に対症療法に終

わらず、根本的な解決に取り組むものとして、また

村人自身による意思決定、参加を大切にする支援」と

も定義されている。

したがって、その評価にあたっては、研修生本人

だけでなく、「村に戻って村の人とともに生活向上に

結びつけ」たかということも評価の対象となるo

本論の情報を基に次章で研修事業におけるアウト

プットを検証する。

4-2 調査の対象ー帰国後の研修生を調査するにあ

たっての枠組み

当会は 1981年に設立し現在まで研修生を招聴し続

けている。 2012年度終了時で研修を受け帰国した研

修生は多い順に、インドネシア 25名、ネパール20名、

タイ 20名、ミャンマー 14名、フィリピン 12名、パ

プア・ニューギニア 9名、スリランカ 5名、カンボ

ジア 3名、ソロモン 1名、韓国 1名、計 110名となっ

ているo

このうち今後の研修に反映させるという意味を重

視して近年の研修生を対象と考える。現在の3人制

になった 2002年から 2012年の 11年間では、インド

ネシア 11名、ミャンマー 8名、ネパール7名、タイ

4名、フィリピン3名、計33名となる。よって上位3ヶ

国の 26名を今回の対象とし、さらに対象国の2002

年以前の研修生8名(ミャンマー 5名、インドネシ

ア3名)を加えた総数34名を対象とする。

検証の方法としては内部者による半構造化したイ

ンタビュー (semi-structuredinterview)として、

面接調査及ぴフォーカスグループデイスカッション

(インドネシアのみ)を行う。インタビュー及びフォー

カスグループデイスカッションにはメタファシリ

テーション手法を用いる。その理由としては事実質

問という一定の方法論を用いることで、インタビュー

における属人性を下げる効果があるからであるo 詳

しくは後述する。

調査の概要は下記の通りである

何のために・・・プロジェクトの改善及び支援

者への報告

鉦主・・・元研修生への研修の効果、元研修生が

その成果を地域の生活改善につなげた

か、もしくは効果を阻害する課題

どの段階で(いつ)・・-事後

盆盆・・・元研修生、 34名

4 -3 2000年度の外部者評価からの教訓

ここでPHD協会の研修生のインパクト調査として

2ω0年度に行われた外部者評価について触れたい。

雨森孝悦(現日本福祉大学教授)により fpHD'協会
が現在、実施している事業の評価(事業効果の推定)

を行い、同協会の事業運営改善のための基本的な資

料を提供する」ことを目的として評価を得た。

まとめとして次のように記述されている。「有機農

業や無農薬栽培、草木染め・手織り、村人から出発

する村人中心の生活改善など、 PHD協会が北タイそ

の他で支援しようとしていることは、いずれも高度

な理念、目標である。日本でも実践がなかなか難し

いことであり、いわば2歩先を行こうとするような

ものであるo けれども、この視点を見失えばPHD協

会はPHD協会でなくなる可能性がある。その反面で、

村人、つまりふつうの生活者である研修生やその周

辺の人達に、あまり無理はさせられないこともまた

現実であり、大きなジレンマとなっているJ(雨森
2000:19) 

「帰国研修生の評価」について、「どういう活動を

しているのか、事務局ではほとんどつかめているo し

かしこれまで正式には評価を行ってきていない。成

果の確認が難しく、定量化が不可能であるからだ。村

へのインパクトに関する暗黙の基準として、帰国研

修生による村での働きかけが研修として確認できれ
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ばよしとしてきた。村人がまねをした、他の村にも

広がった、等。」とまとめられている。

4-4 データ聴き取りの方法

本論ではデータ聴き取りの方法について論じたい。

通常、この種のインタビューの内容及び質はインタ

ピュアーの経験、能力などに左右され易い。しかし、

本研究ではメタファシリテーションにおける事実質

問を用いることでそのプレをできるだけ少なくでき

ると考える。またメタファシリテーションの特徴で

ある事実質問を用いることで、対象者の考えに左右

されずに一定の質を確保することも可能である。

人間は三つの要素で現実を捉えていることが前提

となるo 三つの基本要素とは「感情、気持ちJr考え、
観念Jr事実」である。(中田2010:33)r感情、気持ちJ
は動物的な要素で、「考え、観念jはいうまでもなく

人間独自のもの、「事実Jそれらの基礎にある物理的
な用件とされているo メタファシリテーションの事

実質問はその名の通り、事実を基について対話を重

ねていく手法である。

4-5 データの数友ぴ結果

上記の事実質問を用いて実際に元研修生に帰国後

の活動についてインタビュー調査を行ってきた。そ

の概要及び最終的なデータ数は以下の通りである。

内部者による半構造化インタビュー(semi-s加民同red

hぬrview)調査報告

実施日 :7月25日-8月 5日 ネパール

8月20日-8月28日 ミャンマー

9月 7日-9月16日 インドネシア

対 象:今回の調査ではインドネシア8名(ダスウイ

ル、アルウイ、ミミ、アフリ夕、マスラル、

ヘルマ、エリザ、デリ)、ミャンマー 6名

(トゥンテイン、 トゥントゥン、コスウェ、

マウェ、テイダ、スス)、ネパール5名(ミ

ンクマリ、ウルミラ、パッサン、ラメシュ、

ランマヤ)、計19名(達成率55.8%)に

上記インタビューを実施した。また質問

紙によるアンケートを実施し、インドネ

シア 14名中14名、ミャンマーは13名中

8名、ネパール7名中5名、計34名中27

名(回収率79.4%)を回収した。

方法:上記のように当初は半構造化したインタ

ビュー(田.mi・拘・uct田'edinterview)による

二項回答形式を予定していたが、最終的に

は半構造化したインタビューによる自由回

答式にて実施した。二項回答形式では定量

化はできるものの、その背後にある深いも

のは読み取れないこと、研修事業の評価で

ある場合直接的な因果関係を把握するのに

不向きであることなどの理由から変更した。

今回のインタビューではメタファシリテーション

手法を用い、最初の質問は考えを聞く質問を行い、そ

の後は事実質問で質問を構成していく手法を用いた。

質問項目は①帰国後、何を頑張ってきたのか、②活

動する上で困難だったことは?③これからしたいこ

とは?の項目についてインタビューを行った。

第五章調査結果の分析とプロセス

5-1 コーディングを用いての分析

本論ではインタビュー結果についてコーデイング

を用いて分析を行う。「コーデイングとは、データを

解釈し、概念的な単語や数字に置き換えていく作業

のことJ(グラシア2011:39)とされている。本論で
は調査結果からコードを抽出し、ポジテイプ、ネガ

テイプに分けて傾向を把握する試みを行う。社会科

学の分析では、一般的なプロセスはコーデイング、

ソーティング、部分的統合、包括的統合により行わ

れるとされている。コーデイングをすることで、研

修事業の成果がどのように、またどの分野で発現し

ているか、もしくは効果発現を阻害しているのかを

見ることで、研修事業の評価の指標及びあり方を考

察することが狙いである。

後述するが、コードとして使用したものは下記の

通りであるo

コード抽出結果

1.知識技術習得についての言及

2. 日本との比較

3.協働・周囲との連携についての言及

4.地域課題についての言及

5.意識変容についての言及

6. 自分の生活についての言及

7.普及啓発の取組についての言及

5-1-1 ネパール事例のコーディング結果

ネパールから招聴した研修生で対象となるのは7

名、うち5名(ミンクマリ、ウルミラ、パッサン、ラ

メシュ、ランマヤ)から聞き取りを行った。達成率

は71.4%であった。

ネパールのコードをまとめると、1.知識技術習得

についての言及、ポジテイプが7、ネガテイプが3、2.

日本との比較についての言及、ポジティプがO、ネガ

テイプが2、3.協働・周囲との連携についての言及、

ポジティプがO、ネガテイプが1、4.地域課題につ

いての言及、ポジテイプが2、ネガテイプが4、5.意

識変容についての言及、ポジテイプが2、ネガテイプ

がO、6. 自分の生活についての言及、ポジテイプがO、
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ネガテイプが2、7.普及啓発の取組についての言及、

ポジティプが2、ネガテイプが3となる。

コーデイングの結果からはネパールのガハテ村と

いう地域における取組の特徴が見えてくるo 1.や5.

などの研修内容の習熟度という点においては、概ね

ポジテイプな言及が多い。実際に当該地域の研修生

たちは大変優秀で、指導者の評価も高かった。一方、 2.

の日本との比較においては、「水や土、気候が違うJ
として習得した技術を十分に生かせないことに苦悩

している様子が伺えるo また、1.知識・技術習得に

関するネガテイプな言及についても、農業面で水の

不足により、日本で学んだ知識や技術が生かせない

というものが多かった。

3.協働・周囲との連係地域についての言及につい

ては 1つしか言及がなく、それもネガテイプである

など、帰国後間もない研修生たちは自らの実践に取

り組んでいる段階であり、周囲との連係まではまだ

至っていない様子が明らかとなった。課題への言及

も多く、また日本との比較で指摘する者も多い。コー

ドから見るとネパールは帰国後の年数が短いことも

あるが、苦労している様子が明らかである。

4.地域課題への言及については、「教育レベルが

低い」、「農道に未整備による危険性jなど課題を挙

げる一方、「保健状況を向上させることが重要J、「換
金作物の可能性Jなどポジテイプな面を見出してい
る言及もある。ただし、ポジテイプな言及に関しては、

現時点では「発見Jに留まっており、成果として具
現化するにはまだ数年を要すると思われる。そして

特徴的な部分として6. 自分の生活の言及についてポ

ジテイプがなく、ネガテイプが2となっている点で

ある。当該地域の研修生は皆若く(来日時18-22歳)

であり、生活も豊かとは言えない生活状況であった。

前述したように意識や能力は高いのだが、当会のよ

うに「生活の中での生活向上」という難しいタスク

を要求している場合には、帰国後も生活の不安定に

よりその成果が十分に発揮できない可能性があるこ

とが示唆された。

5-1-2 ミャンマ一事例のコーディング結果

ミャンマーから招聴した研修生で対象となるのは

13名、うち6名(トゥンティン、コスウェ、タウンテイ

ンテー、マウェ、テイダ、スス)、から聞き取りを行っ

た。達成率は46.1%であった。

ミャンマーの研修生への聞き取りから得られた

コードをまとめると、1.知識技術習得についての言

及、ポジテイプが6、ネガテイプが1、2. 日本との

比較についての言及、ポジテイプO、ネガテイプ1、3.

協働・周聞との連携についての言及、ポジテイプが8、

ネガテイプがO、4.地域課題についての言及、ポジテイ

プが8、ネガティプがO、5.意識変容についての言及、

ポジテイプ、ネガテイプともにO、6. 自分の生活に

ついての言及、ポジテイプが1、ネガテイプが3、7.

普及啓発の取組についての言及、ポジテイプがO、ネ

ガテイプが4となった。

上記の結果は筆者にはやや意外なものとなった。前

提としてミャンマーは長らく軍事政権下にあり、地

域でのミーティングなどが制限されてきたという歴

史がある。民政移管されたのは 2011年3月であり、

そこからようやく市民活動がある程度自由になった

という背景がある。ただ今も様々な制約は残ってお

り、完全な自由を得られた訳ではない。よって、研

修生の活動もそういった状況に影響されている側面

が多分にあるo

ネパールと同じく1.の知識技術習得についての言

及はポジテイプのみ8の言及があるなど、大変高い

ものとなっている。しかしながら 5.の意識変容につ

いては言及がなかった。これはネパールの研修生と

違い、選考時の年齢や経験も比較的豊富だ、ったこと

が影響していると思われる。研修内容の習熟度とい

う点においては、概ねポジテイプな言及が多い。ま

た2.の日本との比較においては、ネパールのように

自然状況ではなく、農業機械の導入についての言及

だった。これはネパールと違い田畑の面積が広いこ

と、中国と国境を接しているために工場の隣接など

が相次ぎ、小作人の不足などの問題に直面している

ことが背景にあるようだo

そして特筆すべきは3.協働・周囲との連係地域に

ついての言及及び4.地域課題への言及がポジテイプ

のみで8も言及があったことである。それも「奨学金J、
「研修旅行の実施J、「小学校建設」、「マイクロクレジッ
トの開始J、「村の道路整備J、「僧院の施設整備J、「山
岳少数民族の支援J、「村の電力組織の会計監査役J、

「マラリア予防」、「保健衛生の指導Jなど、大変多岐
に渡るものであった。直接的な研修内容ではない分

野での成果も多いことが伺えるo そして6. 自分の生

活の言及についてはネガテイプが多いが、これは招

聴時に学生だったものは帰国後も学業に専念せざる

を得なくて苦労していることが反映されている。最

後に7.普及啓発への取組であるが、ここまでの分析

では順調な結果となっていたものの、普及において

はうまくいっていない状況が示された。これは軍事

政権下で自由に活動ができなかったことも反映され

ていると思うが、人々の生活の変化を促すことの閤

難さの表れであると思われる。

5-1-3 インドネシア事例のコーディング結果

インドネシアにおいては初期の研修生を対象に

フォーカスグループデイスカッションを行った。

フォーカスグループデイスカッションの特徴として

は、「参加者相互のデイスカッションに重きをおく点
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が特徴である。議論により参加者の記憶を呼び覚ま

し、発見を促し、発想、が広がることを狙っているo 討

論の相互作用を通して、多くの意見や考え方、より

本音に近い感じ方を得ょうとすることに目的がある。

また、相互の議論を通じて、次々確認や行動、原因

の明確化などをすることができるJ(アーユス
2∞3:105)とされている。今回は当該地域の成果につ

Q，日本での研修で役立つたこと

ダ 1.野菜の作り方。日本は広い畑でびっくりした。どうして良
ス い野菜がたくさんできるのかと思って、質問をした。すると指
ウ
イ
導者の渋谷さんから土をよくすることを聞くことができた。今

yレ はそれを大事にしている。

，.ー、

主
2.家畜のこと。真柴さん(佐用町)のところで勉強した。乳

牛の乳搾りをした。牛糞は肥料にしていた。ぼかし肥料のこと

も勉強した。お金がないから、帰国後牛を 1頭だけ買った。日

ン 本では、餌はアメリカから買っている。藁が入っているが、村

ネド
では自然の草で、切ってすぐは良くないから、乾かしてからが

良いと聞いた。今は忙しい(市議会議員に立候補したため)か

ン ら、牛は隣の人がお世話をしてくれている。

ア

研修生 3.組合の勉強。機械とか種とか、種播き。タネを組合からもらっ

て、あとで返す。タネをもらって、野菜ができて収穫したら、

どう払いますか?毎月とか?前に借りて、収穫後支払いができ

たら、インドネシアでもできるかなと思う。

いて様々な意見や視点を確認したいということで個

別ではなく、フォーカスグループデイスカッション

を選択したo対象者は当該地域タベ村の研修生、ダ

スウイル(1999年度研修生・男性)、アフダール (20∞
年度研修生・男性)、ミミ (2∞2年度研修生・女性)
の3名である。

コード(解釈) キーワード

1.知識技術習得についての言及(+) 野菜、日本、土

1.知識技術習得についての言及(+) 自然の草、アメリ

2. 日本との比較についての言及(+) カのエザ、乾燥、

6.自分の生活についての言及 ぼかし肥料

(ー)

2. 日本との比較についての言及{・) 組合、種、返済

3.協働・周囲との連携についての言

及(-)

4.帰国後、学校で日本語の先生をした。また日本語だけでなく、 4.地域課題についての言及(+) 学校で

7.普及啓発の取組についての言及(+)村で頑張る話も子どもたちにした。

5. r井戸の中の蛙、大海を知らずJだった。日本に行っていろ 5.意識変容についての言及(+) 日本

んな意味で視野が広がった。

ア 1.タベは貧しい。仕事は農業だけ。当時はお米も l年食べる 2. 日本との比較についての言及(+) 貧しい、締麗、道、

フ 分は足りなかった。そして子どもも学校に行かない、農業の仕 4.地域課題についての言及(+) 電気、米の自給
ダ 事を手伝う。でも日本では、町にも村にも水がある。子どもは 6.自分の生活についての言及(ー)

1レ 皆学校に行く。道はどこも締麗。電気もある。どうやって、タ
ベ村でも、道をつくったり、電気が使えたり、子どもの学校を，，-、、
作れると考えた。大学に行くと頭いいかな、と思った。

E 2.私は養鶏(肉用)が好き。作りたい。あと、農業と牛。日 1.知識技術習得についての言及(+) 養鶏、牛
ン 本で良い勉強ができた。

ネド
3. 日本では、町の人はマンションに住むけど、村の人も大き 2. 日本との比較についての言及(・) 町も村も同じ生活、

ン い家に住んでいる。日本は、町も村も同じ生活、道、水道、機 5.意識変容についての言及(+) 村長

喜生
械。インドネシアでは、町の人と、村の人は全然生活が違う。

だから、村長になって、村のことをがんばるのがいいかな?と

思った。

4.帰国した2∞l年に村長の選挙に出て当選した。日本に居る 4.地域課題についての言及(+) 日本に居る聞に、

聞に村長になろうと考えていた。村長になってから郡からお金 5.意識変容についての言及(+) 郡からお金を、

をもらって、水道をどうやって引くか、 3人で考えた。そして、 7.普及啓発の取組についての雷及(+) ミーティング、考

プロポーザルをかいた。タベ村でミーテイングをして、みんな えた

に「タベ村に水道欲しいけと聞くと、みんな「欲しいJといっ
た。「ゴトンロヨン(相互扶助)できるか?Jと聞くと、「でき
るjと言った。電気のことも、 4人でミーティングをして、ど

うやって電気をもらうか考えた。そして、郡に話をした。
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‘、、、 自分のインタビューの時、村には服を作る人がいなかった。 4.地域課題についての言及(.) 女性、洋裁
、、、、 女の子だし、農業よりも保健衛生と洋裁だと思った。
，-、

E 
2. 日本に行ったら、全部締麗。ここは天国ですか?と思った。 2. 日本との比較についての言及(・) トイレ、水、きれ

トイレも、水も。村では、田んぼがトイレだった。 b、

3. 保育聞に行った。 PKK(婦人会)、ポシアンドゥ(母子保 2. 日本との比較についての言及(.) 幼稚閥、 PKK、ポ
ン 健活動)、幼稚園、日本とインドネシアは違う。インドネシア 4.地域課題についての言及(+) シアンドゥ、相談、

ネド では、 0・5歳までが一緒。でも、日本では、 4歳だけとか、 5 ミーティング

ン
歳だけとか。日本で幼稚園に行って、インドネシアでも幼稚閤

研修生7 

を作りたいと思った。どうやって作るのかを、アフダール、ダ

スウィルに相談した。村の人ともミーテイングをして、「村に

幼稚園いいですか?幼稚園できたら、来ますか?Jと聞いたら、
「欲しいです、行きます」と言った。幼稚聞がないと、子ども

たちは遊びだけ。勉強はしないです。

4. やりたいことがあったら、いつもミーテイングをしている。 4.地域課題についての言及(+) ミーティング、幼

幼稚園、水、学校、道、全部皆で話し合いをしている。 稚園、水
ーー』ー

Q，帰国後がんばったこと 解釈(コード) キーワード

水道
2∞4年から活動を始めて、 2∞5年にできた。資金、材料は 3.協働・周囲との連携についての言 相互扶助、ミー
政府から、作業はゴトンロヨン(相互扶助)で村の人たちで。 及(+) ティング、プロ

1986年からあるタベ村の政府の事務所で、ミーティングをし 4.地域課題についての言及(+) ポーザル、水道、

た。ミーテイングをするためにタベアテ、タベパワの人40人 5.意識変容についての言及(+) 婚しかった

ぐらいに手紙を書いて、持っていった。ソロ郡にはパイプとか 6. 自分の生活についての言及(ー)
の材料をいつくれるのか、話をしに行った。プロポーザルを書

いて、ソロ郡庁に持って行った。あとでソロ郡庁の人が村に来

て、いろいろ調べて、 OKならもらえる。水は徒歩1時間ぐら
いのタベ村の山の水源から事|っ張っている。まずは、村の中に

水道の蛇口を 19個作った。最初は家の外に作って、家5件に
l個ぐらい。水道ができる前は、川の水を汲みに行っていた。
歩いて30分ぐらいで大変。女も男も毎日扱みに行うていた。
井戸は少しだけ。洗濯も水浴びも川でしていた。

土を掘って、パイプを設置するのに4ヶ月。工事を始めた当
初は1∞人ぐらいが代わる代わる作業に参加していた。あとは、
30-40人ぐらいが毎日参加。大体2.3回/遇。女の人はお茶と
かお菓子を持って行って、男の人は作業をする。作業に参加し

ない人はいなかった。みんな手伝った。

水道が壊れた時に、誰からお金をもらおうかと思った(ダス

ウイル)。会識をして、誰が直すのか話をした。毎月少しずつ

会議でお金を集めることになっでたも。水ω質∞がR心p/月/家族。山に
水があることは知っていた。 配だった。そこで

ジャカルタの人に頼んで、水質を調べてOKだった。
(アフダール)水の次は、道がしたいと思った。

(ミミ)とても嬉しかった。それまでは、赤ちゃんを背負って

洗i置物を持ってJIHこ行っていたから、大変だった。

路道
前は、土の道だけだった。 2006年に広場の前がコンクリート 2. 日本との比較についての言及(+) 土の道、コンク
の道になった。 3.協働・周囲との連携についての雷 リートの道

及(+)

気電
1999年にはあったが、タペパワだけで、少なかった。 4.地域課題についての言及(+) 電気

教育
教育 昔は、貧しいから小学校中退が多かった。父母が貧し 3.協働・周囲との連携についての雷 貧しい、小学校中
いと、子どもは親の手伝いをする。親が学校に行かなかったら、 及(+) 退、食事は一日一

子どもがたくさん生まれる、仕事がない、お金がない、これか 4.地域課題についての雷及(・) 問、仕事がない、

ら何をするのか分からない。ご飯は1日l回だけの家族もあっ 5.意識変容についての言及(+) 子どもがたくさん
た。お腹がすいたら、果物、ザトウキピをかじっていた。 6. 自分の生活についての言及(ー)
ダスウイルさんは高校2年(ソロ)までで終了。父母が貧し
かったから。あとで、高校卒業の試験だけ受けた。

アフダールさんは中学校まで。お金がなかったから。あとか

らソロ郡から先生がMIS(イスラム系小学校)に来て、ただ
で勉強ができた。ミミさんもお金がなかったので中学校までで

終了。その後、学校では勉強をしなかったが、試験だけを受け

てパスした(印O，OOORp)。今後、村づくりをするには学校の
試験にパスする必要があると考えたので。アラハンパンジャン

の大学で2日/週勉強した。 3，OOO，OOORp/年x4年。
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プットラ 病気のため死亡

2006年

ヘルマ 1.道の未整備

2∞7年 2.幼稚園の建物改修

ペリスマン 1.堆肥の輸送

2∞8年
ロザ 1.幼稚園の先生

2∞9年 2.洋裁の実践
3.家族計画の指導
4.母子保健の指導
5.選挙管理委員会業務
6.農民グループの運営

インドラ 1.衛生的な生活の啓発

2010年 2.堆肥の指導
3.有機農業の方法
4.研修成果の普及

エリザ 1.洋裁の材料購入

2011年 2.幼稚園の質の向上

デリ 1.有機農業の促進

2012年 2.教育、文化の課題
3.宗教の課題

多くの研修生が口腔衛生とゴミ処理や衛生問題の

ことを指摘しているが、他者の行動を変えることに

苦労している様子がここでも伺える。乗り越えたこ

とについても、自分の努力での変化、「ゴミ箱の設置」

や「元研修生から学ぶJなどが大半を占めているo こ
のことから研修生の努力で改善できる点、アウトプッ

トとしての成果を出すことは比較的容易であるが、ア

ウトカムにつながる普及啓発においてはより困難で

あることがここでも確認できるo またアウトプット

とアウトカムと同じく、どのように乗り越えたのか、

という点についても近年の研修生は記述が少ない。前

掲した「まずは伝えるコ自分の範囲で実践コ住民を

組織するコ活動開始コ成果の具現化」で言えば、「ま

ずは伝えるコ自分の範囲で実践のあたりであろう。ま

た乗り越えられた点については成果のところに記述

されている場合もある。これらのことから「どのよ

うに乗り越えたのかJもしくは「困難に直面した時
の対応についての言及」というのは研修成果が個人

のアウトプットから地域社会のアウトカムに移行し

ているかどうかを示す指標及びコードの候補のーっ

と言える。

5-3 分析結果

ネパールのコーデイングの結果からは、研修生の

評価としては研修内容及び意識の変容に関しては充

分な成果を上げていると言えるが、帰国後の厳しい

状況には充分にうまく対応できているとは言えない

ことが見えるo その理由を探ると、水や土などの条

病気のため死亡

なし

なし

なし

なし

なし

なし

件の悪さという前提条件だけでなく、研修生の年齢、

生活状況、帰国後の期間といった条件が捉えられる。

招聴時の年齢が若いと帰国後もなかなか地域で簡単

には信頼が得られずに活動が展開できないこと、ま

た自分の生活状況などが厳しい場合は、普及啓発活

動の段階まで到達しにくいこと、そしてこれは他の

闘の例でも明らかであるが、成果を出すためには帰

国後5年は準備期間や試行錯誤の期間が必要である

ことなどが見えてきた。よって、当該地域ではアウ

トカムとして表現できるものは現時点では見当たら

なかった。一方では、将来に向けて、「資格の取得」、「換

金作物の栽培Jなど取り組みを始めている研修生も
おり、種まきははじめっているので、 5年後にはアウ

トカムとして芽を出していることが期待されるので、

その時期のフォローアップ調査を行うことの必要性

が示唆されたと言えるo

一方、ミャンマーの結果を見ていくと、ネパール

の研修生の帰国後と比べ、地域課題に取り組み、実

際に周囲との連係を、しかも他分野で行っている様

子が浮かび上がってきた。その要因としては前述し

たように来日時の年齢や、帰国後の生活状態が安定

していたことなどが挙げられる。地域特有の課題と

しては軍事政権下での束縛によって自由な会合や普

及啓発活動が制限されていること、中国と国境を接

していることによる急速な市場化の中で、農業分野

では工場労働者の増加による小作人の減少や保健衛

生分野では中国からの案かなしかし質の良くない食

品類の導入による健康面での懸念など、新たな課題
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と直面していると言えるだろう。ただ前述したよう

に研修生はそれぞれ自分のテーマを見つけ、普及に

は困難があるものの活動を展開していることも明ら

かとなった。現在の元研修生の取組、即ちアウトプッ

ト自体を 1つの成果と捉え、さらなるアウトプット

またアウトカムにつなげるためにはどのようなサ

ポートができるか、評価で得られた知見を基礎に現

地側と議論していくことで、より目に見える成果へ

とつながると思われる。

5-4 分析のまとめ

本章では5-1で述べたようにインタビューを素

材にコーデイングを行った。結果、コードしては下

記8つが抽出された。1.と 5. は研修事業の習熟度

を表すもので、知識技術と意識変容に別れる。帰国

後の地域及び自分の生活への認識、分析が2.4. 6. 

となった。そして帰国後のアクションとして成果に

直結するのが、 3. と7。実践、それも個人に留まら

ない活動として3、波及効果を表すものとして7. を

抽出することができた。そして上記にそれぞれポジ

テイプ+とネガテイプ・を付加した。例えばi3.協働・
周囲との連係についての言及(+)J…協働をしてう
まくいった事例についての言及、 i3.協働・周囲と
の連係についての言及(一)J…協働を試みた、もし

くはやってみたが困難だった状況への言及。コード

に加えて、ポジテイプとネガテイプを分けることで、

傾向をはっきりと区分するためである D

指標としては、 3、7のポジテイプコメントが多い

ほど5.自分の生活への言及多いほど成果につながる

と言える。また 3、7においてはネガテイプコメント

も取り組んだ結果であることが多く、ポジテイプ評

価に変わりうる種と見ることができるだろう。一方、

6. のネガテイプコメントが多いほど、アウトカム移

行に苦労しているということが明らかとなった。

コード抽出結果

1.知識技術習得についての言及

2. 日本との比較

3.協働・周囲との連携についての言及

4.地域課題についての言及

5.意識変容についての言及

6. 自分の生活についての言及

7.普及啓発の取組についての言及

8.困難に直面した時の対応についての言及

分析をした結果、コーデイングを行い、ポジテイ

プとネガテイプに区分することで、それぞれの地域

の状況及び帰国研修生の活動などの現地点を明確に

することができた。またインタビュー手法において、

メタファシリテーションを用いることで、インタ

ビューという経験、感性という属人性の高い調査に

おいて、一定の共有形を提示することができ、その

結果の幅を少なくできると考えらえる。ただし、こ

の点においては評価の実践を重ねて検証することが

不可欠である。

本調査において7コードが抽出できた。上記に加

えて5-3アウトカムの検証で明らかになった「困

難に直面した時の対応についての言及jを加えた8

項目、これらは評価、今後のインパクト調査評価指

標となる。今後の調査においてはこれらのコードを

活用することで調査の効率化とコストの軽減につな

げることができる。

筆者は先行研究の問題点として、倫理的課題と高

い実施上のコストをあげた。本研究では後者に関し

ては調査実施においては高いコストはかかっていな

いが、分析段階で大量のテープ起こしなどの人的コ

ストがかかった口この点では研究ベースではなく、実

務的実践を考えた場合は大きな課題となるo しかし、

今回の研究成果としてコードが抽出できたので、今

後は調査段階でコードによる分析及び定量化を実施

することが可能になり、コストの部分も大きく削減

が可能となると考えるo この点は同様の研修を行う

団体に本研究の手法を一般化するには欠かせない重

要な点である。例えばインタビューをしながら、 0-

5分にコード①が何回、コード②が何回などの分析を

行うことで、インタビューをしながら傾向が把握で

き、調査の質そのものを高めることも可能になる。

よって、倫理的課題及びコストを克服した上で、か

つ客観性の高い調査及び、評価への下地作りが整った

と言えるo

第六章結論一国際研修事業の

内部評価手法の考察

6-1 新しい発見一基盤的能力育成

調査から見えたことはアウトプットやアウトカム

となる効果発現が広範囲に及んでいるということ

た、った。例えば1999年度のインドネシアからの研修

生であったダスウイルは農業の研修を受けた。しか

し、前述したように帰国後の活動は農業だけに留ま

らず、水道建設や道路の整備など、広範囲に及んで

いるo 同じくインドネシアからの研修生 (2ω0年度)

アフダールさんは帰国後村長になり、地域の課題解

決に取り組んでいる。また 2010年度のネパールから

の研修生ミンクマリさんは農業研修を主に受けたが、

帰国後は助産師学校に入学し、資格を取得し、現在

は助産師として活躍している。

研修事業の直接的成果を専門的知識と組織運営能

力と定義し、基盤的能力として日本で得た知見や資

格の応用可能性と定義した場合、上記のようなケー

スは間接的効果が表れていると言えるo 例えばミン
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クマリのケースでは、農業で方法論を見つけ帰国し

た。しかし、帰国後の現実に直面し、農業の道は一

度断念した。しかし、農業分野で専門性の重要性を

認識した彼女は、ただがんばるということでは現実

を変えられないことを理解し、帰国後再学習をして

助産師として専門性を身に着けるということをして

いる。それは学びとその成果の発露という基盤的能

力を身に着けていると考えることができるだろう。

また次のような例もあるロ 32期研修生 (2013年度)

のダリスマン(インドネシア)は次のように述べて

いるoi私はインドネシアに居た時は人前で話すこと
ができなかった。人前にでうるといつも震えていた

し、次の日のそういう機会があると学校に行かない

こともあったo しかし、日本の人は「日本語がうまいJ
と褒めてくれるo 本当はまだまだ下手なのはわかっ

ているが、褒めてくれる。そのことで私は自信を得

ることができた」。この点も技術研修だけでは育成で

きない基盤的能力向上の効果と言える。

日本と研修生の地域差を考えれば、技術研修の成

果をそのままに生かすことには現実的な壁がいくつ

もある。農業であれば、気候、雨、土、水、そして

機材の存在や市場の存在など、差異は多い。その中で、

学んだことを活かしていくにはこの応用可能性であ

り、基盤的能力の向上が欠かせない。ミンクマリの

ように他の分野に移行する際はなおさらであるo し

かしながら、これらのことは今まで強く意識はされ

てこなかった。意識されてこなかったということは、

もちろん評価の対象にもなっていなかった。

したがって評価の対象自体を見直す必要があるo端

的に言えば、今までのような技術研修の評価だけで

は不十分で、基盤的能力の向上による波及効果の評

価が必要ということになるo この点は従来の評価で

はわからなかったことであり、新しい発見と言える。

これは評価の枠組み、ひいては研修のねらいから評

価という枠組みを超えて研修事業全体を見直すこと

に繋がることになるものであるo例えばJICAでは「評

価結果の活用を重視する評価」として「対象プロジェ

クトの改善に関する提言、実施中あるいは将来の類

似プロジェクトに対する教訓のフィードパックJを
行っているが、その対象として①JICA基本方針への

反映、②プロジェクトへの反映、③相手国政府の政

策への反映を挙げている。これにあてはめれば本研

究の新しい発見は②プロジェクトへの反映を超えて、

①にあたるPHD協会の基本的方針への反映に繋がる
ものであると言えるo

実際に基盤的能力の向上を意識しているプログラ

ムとして研修のふりかえりという時間がある。これ

は研修から帰ってきた後に事務所で研修担当職員と

研修生で行う。主にはre-learningと研修内容を村で

どのように実践するかという適応を検討する時間と

なっている。この時間は近年重要視しているが、基

盤的能力向上を強く意識しての実践でもあった。ま

た研修センターを持たずにホームスティを行い、現

場での実施研修を重視し、多くの人々との交流の中

で研修を行うというプログラム全体が基盤的能力の

向上を意図した設言十になっていると言えるだろう。こ

のことは今までは暗黙知としてしか理解されておら

ず、本研究を通して形式知となったものであるo ま

た基盤的能力の強化を重要事項としてプログラムを

見直せば、変更すべき点や新たに追加するべき点な

ど改善点も多く出てくるだろう。

6-2 本研究の限界

本研究は第一にNGOが主体という前提で倫理的に
問題なく、コスト的に持続可能なものを見出そうと

した試みである。第二章の先行研究の分析で述べた

ように評価の客観性だけを求めるのであれば厳格な

インパクト調査をはじめ、より適切な他の調査方法

が存在しているo よって、客観性や正確性という点

では限界があるのが一点目である。

そして、 4-1で述べた上位目標の評価、対象地域

の有機農業の普及率や対象地域の保健衛生活動の実

施率の評価を行うには当事者以外のインタビューや

参与観察が必要であり、本研究で提示した枠組みで

はカバーできない。これが二点目の限界と言える。

本研究では iNGOが持続的に実施できる客観性を
担保した評価手法Jを検討してきた。その視点から
コスト及び倫理的に問題のない評価手法を模索して

きた。特に後者のために評価対象者を当事者限定に

しているので研修を受けていないグループの比較は

できない。またその波及効果、周聞の人々や客観的

データから詳細に追うことはできていない。ただし、

当事者のインタビューからでも水道建設による生活

の質の向上や、道路建設による利便性の向上、保健

衛生の指導による下痢などの防止など、地域への波

及効果が感じられる報告はいくつかあった。しかし、

最終的にアウトカムを評価する場合には、地域にお

ける感染症が何%低下した、というような地域全体

を対象とした調査分析が必要になるだろう。

しかし、こうした限界があるとしても内部評価と

して援助主体が被援助者にメタファシリテーション

の手法によりインタビューを行い、コーデイング分

析を行うことで、自らの研修成果を一定の客観性を

もって評価することができ、内部評価であることが

かえって事業や組織の目標にあった検証が行えるこ

とも示すことができた。

6-3 今後の課題

今回は 1年という期間の中で評価手法を検討、質

問項目を設定し、テストランを行った。本来であれ
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ば本研究で明らかになったコードなどの領域を基に

再調査を行い、その実効性を確かめ、質問項目を再

検証し、再度分析をして検証することが求められるo

持続可能な調査という実施上のコスト制約があって

も、まだ質を高められるはずであるからであるo特

にコスト負担を減らすためにコーデイングをより効

率的に行う方法を構築すること、テープ起こしなど

の作業がコードが抽出されたことにより、どれぐら

い軽減できるかの検証することは今後の重要な課題

である。筆者の活動の中で知見を蓄積し、精度を上

げていきたいと思う。

また本研究では、成果をどのように可視化するか

という課題も残っている。本研究では成果の抽出に

焦点、を置いたが、抽出しただけでは道半ばである。そ

の活用法としては既存プロジェクトへのフィード

パックと広報などを通じた支援者の拡大などが挙げ

られるだろう。前者においては6-1新しい発見で

述べたように、大きな収穫があり、活用の目途はたっ

た。しかし、後者においては今回得られた成果をど

のように視覚化し得るのか。そもそも今回一つのテー

マとして挙げてきた評価におけるコスト面、持続可

能性を重視したのは、組織自体が持続可能なものに

なってこそ、継続的に成果を出すことが可能になり、

社会に貢献し得るという信念からである。そのため

には支援者を継続して得ていくことが不可欠で、そ

のためにこそ成果の可視化は重要となる。この点も

今後の課題として取り組んでいきたい。


